
05労働費 項 01労働諸費

千円1,900 千円10,038 千円

01労働諸費目

事業の内容

千円

根拠法令

介護職員就業支援事業

　国内の生産年齢人口の減少その他の様々な理由により、介護人材不足は全国的な喫緊
の課題の一つであり、人材確保に向けた取組が求められています。本市においても人材
確保が課題となっており、市独自に介護人材の離職防止、長期定着等のための取組が必
要です。

１　介護職員研修費等補助事業
　介護に関する研修を修了し、市内の介護事業所等で一定期間就業した者に対して、研
修受講に要した費用の一部を助成します。
２　介護現場生産性向上講習会事業
　介護人材不足の中で更なる介護サービスの質の向上を図るため、生産性向上による職
場環境の改善等に向けた取組の紹介や介護ロボット・ICTの展示等を行う講習会を実施し
ます。
３　ケアプランデータ連携システム導入支援事業
　ケアプランデータ連携システムを導入している事業所に対し、令和７年度中の利用に
ついて要するライセンス料を補助します。
４　外国人介護人材生活支援事業
　介護事業所に就業する外国人介護人材に対し、日本で生活を始めるために必要な物品
の購入費用を負担した当該事業者に対して、要した費用の一部を補助します。
５　訪問介護員採用活動支援事業
　市内の訪問介護事業所に対し、当該事業所で勤務する訪問介護員の採用活動を実施す
る場合の費用を補助します。

事業の必要性

款

SDGs17の目標

31,683 3,950 〔R6年度予算額〕
千円

事業の目的

8,138

千円

　介護就業者の技能向上に対する助成や、介護現場における生産性向上に関する取組に
よる離職防止を支援することで、介護事業所への長期定着を促進するほか、外国人介護
人材を受け入れる介護事業所に対して支援を行い、介護人材不足の改善及び外国人に選
ばれる環境整備を図ります。

〔R5年度予算額〕

福祉部介護福祉課
千円

Ｒ7年度
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事業名

地方債担当部・課 国道支出金
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